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令和８年度喜多方市当初予算の概要

令和８年度当初予算については、予算編成時期に市長選挙が行われた関係から、義務的経費や
経常的経費、継続的経費等を中心とし、喜多方市総合計画に基づく諸施策及び新規事業のうち当
初予算から措置する必要のあるものに係る経費等を加え、骨格予算として編成を行いました。

歳入予算については、市民税において、景気は全体的に足踏み状態が見られるものの、個人市
民税は賃金や賞与等の増加に加え、令和７年産米買取価格の上昇に伴う所得の増加を見込んでお
り、また、法人市民税においても業績の伸長が見込まれることなどから、市税全体として増額を
見込んでおります。

各交付金においては、地方特例交付金について、税率廃止による地方揮発油譲与税の減や環境
性能割廃止による自動車税環境性能割交付金の減に伴う補填を見込み、増額となる見込みです。

地方交付税においては、普通交付税について、令和７年度算定結果等を基にした基準財政収入
額、基準財政需要額の見込と交付実績等を勘案し増額を見込み、特別交付税については、各種特
殊需要により算定するとともに近年の交付実績の推移を勘案し減額を見込んでおります。

国庫支出金においては、扶助費の増に伴い生活保護費負担金や施設型給付費等負担金等が増と
なるものの、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金や都市構造再編集中支援事業補助金の減等によ
り、全体としては減額となる見込みです。

県支出金においては、学校給食無償化に伴う学校給食費負担軽減交付金の増等により全体とし
ては増額となる見込みです。

市債においては、都市再生整備計画事業に係る街路債等が減となるものの、地域総合整備資金
貸付事業に係る企画債や水道管路耐震化事業に係る水道事業出資債等が増となることで、全体と
しては増額となる見込みです。

歳出予算については、本市発展の指針となる「喜多方市総合計画（2017～2026）きたかた活力
推進プラン」で掲げた市の将来の都市像である｢力強い産業人が輝く活力満ちる安心・快適なま
ち｣の実現に向けて、「協働によるまちづくり」「地域性を生かしたまちづくり」「だれもが輝
くまちづくり」「交流と連携によるまちづくり」の基本的な考えのもと、各施策に係る所要額を
計上しました。

また、将来にわたり安定的かつ持続可能な財政運営に向けた財政構造の構築を図る観点から、
「喜多方市財政健全化プラン」に基づく５つの視点（「歳入の確保」、「総人件費の抑制」、
「公共施設の在り方の見直し」、「事業全般の見直し」、「各種補助金等の見直し」）及び内部
管理経費の徹底した削減を念頭に予算の計上を行いました。

以上の歳入予算の見込み及び歳出予算の計上から令和８年度一般会計当初予算は、令和７年度
当初予算と比較して１億7,300千円増の268億円となりました。

義務的経費や経常的経費、継続的経費等を中心とし、さらに喜多方市総合計画に基づく諸
施策及び新規事業のうち当初予算から措置する必要のあるものに係る経費等を加え、骨格予
算として編成を行いました。

上記以外の新規事業又は政策的判断を要する事業等については、肉付け予算として今後の
補正予算にて追加計上する予定です。なお、骨格予算においては歳入が歳出を上回り財政調
整基金積立金の計上により収支の調整を図りました。

主な建設事業として、旧甲斐家蔵住宅整備事業、橋梁長寿命化事業、豊川・慶徳線道路整
備事業、公営住宅長寿命化事業など所要事業費を計上しました。

将来にわたり安定的かつ持続可能な財政運営に向けた財政構造の構築を図る観点から、
「喜多方市財政健全化プラン」に基づく５つの視点（「歳入の確保」、「総人件費の抑
制」、「公共施設の在り方の見直し」、「事業全般の見直し」、「各種補助金等の見直
し」）及び内部管理経費の徹底した削減を念頭に予算の計上を行いました。



３　一般会計当初予算の概要

(1) 予算総額

26,800,000千円  （対前年度当初予算　 173,000千円の増、0.6%増 ）

(2) 歳入予算の概要

○ 市税

　　総額　5,330,666千円（対前年度当初予算　  299,938千円の増、6.0%増）

　  主な税目

市民税（個人） 2,102,994 千円（対前年度当初予算　271,456千円の増、14.8%増）

市民税（法人） 202,930 千円（ 〃 8,803千円の増、 4.5%増）

固定資産税 2,427,251 千円（ 〃 4,772千円の増、 0.2%増）

軽自動車税 199,773 千円（ 〃 4,726千円の増、 2.4%増）

○ 地方譲与税

　　総額　  294,396千円（対前年度当初予算　   26,633千円の減、8.3%減）

○ 各交付金（地方消費税交付金、地方特例交付金など）

　　総額　1,491,236千円（対前年度当初予算　  132,410千円の増、9.7%増）

○ 地方交付税

　　総額 10,291,047千円（対前年度当初予算　  46,757千円の減、0.5%減）

9,034,381 千円

1,230,451 千円

26,215 千円

市民税については、主に令和７年産米買取価格上昇に伴う農業所得の増により個人市
民税は増が見込まれ、法人市民税においても業績の伸長が見込まれることなどから、全
体として増額を見込んでおります。なお、固定資産税、軽自動車税、たばこ税において
も増収が見込まれ、市税全体として増額となる見込みです。

地方揮発油譲与税について、税率廃止に伴い減が見込まれるため、全体として減額と
なる見込みです。

地方消費税交付金の増や地方揮発油譲与税の減に伴う地方特例交付金の増が見込まれ
るため、全体としては増額となる見通しです。

普通交付税について、令和７年度算定結果等を基にした基準財政収入額、基準財政需
要額の見込と交付実績等を勘案し増額を見込み、特別交付税については、各種特殊需要
により算定するとともに近年の交付実績の推移を勘案し減額を見込んでおります。

　　内訳　普通交付税

特別交付税

震災復興特別交付税



○ 分担金及び負担金

　　総額　   97,909千円（対前年度当初予算　   7,546千円の増、8.4%増）

○ 使用料及び手数料

　　総額　  236,299千円（対前年度当初予算 94千円の増、0.1%増）

○ 国庫支出金

　　総額　3,188,230千円（対前年度当初予算　150,472千円の減、 4.5%減）

○ 県支出金

　　総額　2,158,664千円（対前年度当初予算　 90,938千円の増、 4.4%増）

○ 市債

　　総額　2,108,000千円（対前年度当初予算　420,400千円の増、24.9%増）

○ その他の歳入

　　総額　1,603,553千円（対前年度当初予算　554,464千円の減、25.7%減） 

繰入金においては、国営会津北部農業水利事業基金繰入金が皆増となるものの、財政
調整基金繰入金が皆減となること等から、全体としては減額となる見込みです。
　繰越金においては、近年の実績や執行状況等を鑑み減額を見込んでいます。

諸収入においては、小学校における学校給食無償化に伴う小・中学校給食費保護者等
負担金の減等により全体としては減額を見込んでいます。

都市再生整備計画事業に係る街路債等が減となるものの、地域総合整備資金貸付事業
に係る企画債や水道管路耐震化事業に係る水道事業出資債等が増となることで、全体と
しては増額となる見込みです。

認可保育所保育料や老人保護措置費個人負担金について増を見込み、全体として増額
となる見込みです。

墓地使用料や廃棄物投入手数料等が減を見込むものの、道路占用料やこども園保育料
等が増となる見込みであり、全体としては微増を見込んでいます。

生活保護費負担金や施設型給付費等負担金等が増となるものの、地域脱炭素移行・再
エネ推進交付金や都市構造再編集中支援事業補助金の減等により、全体としては減額と
なる見込みです。

多面的機能支払交付金や風評に打ち勝つ園芸産地競争力強化事業補助金、国勢調査等
に係る統計調査費委託金等が減となるものの、学校給食無償化に伴う学校給食費負担軽
減交付金の増等により、全体としては増額となる見込みです。



(3) 歳出予算の概要

◇目的別（款別）

○ 議会費

　　総額　  240,617千円（対前年度当初予算 1,799千円の減、 0.7%減）

○ 総務費

　　総額　4,277,615千円（対前年度当初予算　  844,797千円の増、24.6%増）

○ 民生費

　　総額　7,994,006千円（対前年度当初予算　  191,616千円の増、 2.5%増）

○ 衛生費

　　総額　3,005,650千円（対前年度当初予算　   48,746千円の増、 1.6%増）

○ 労働費

　　総額　   18,408千円（対前年度当初予算 285千円の減、 1.5%減）

○ 農林水産業費

　　総額　1,634,252千円（対前年度当初予算　 295,992千円の増、 22.1%増）

○ 商工費

　　総額　  876,923千円（対前年度当初予算　  65,176千円の減、  6.9%減）

　共済費の減等により、全体として減額となっています。

情報システム標準化・共通化事業や国勢調査等に係る指定統計調査費は減となるもの
の、退職手当や地域総合整備資金貸付金の皆増等により、全体としては増額となってい
ます。

高齢者福祉施設空調改修工事や国民健康保険事業特別会計繰出金等が減となるもの
の、生活保護給付費や障がい者福祉援護経費、児童発達支援事業費、保育所運営委託経
費等における扶助費の増等により、全体としては増額となっています。

カーボンニュートラル実現重点対策加速化事業補助金等が減となるものの、水道管路
耐震化事業出資金の皆増や上ノ山墓地公園の整備に要する経費の増等により、全体とし
ては増額となっています。

　奨学金償還支援補助金の減等により、全体として減額となっています。

多面的機能支払交付金や中山間地域等直接支払交付金、園芸産地競争力強化事業補助
金等が減となっているものの、国営会津北部農業水利事業における償還金の皆増によ
り、全体としては増額となっています。

旧甲斐家蔵住宅整備事業に係る経費は増となっているものの、工場等設置助成金や三
ノ倉高原花畑事業に係る経費の減等により、全体としては減額となっています。



○ 土木費

　　総額　2,504,151千円（対前年度当初予算 　870,177千円の減、 25.8%減）

○ 消防費

　　総額　1,034,500千円（対前年度当初予算　  85,920千円の減、  7.7%減）

○ 教育費

　　総額　2,616,986千円（対前年度当初予算　 192,434千円の減、  6.8%減）

○ 災害復旧費

　　総額 0千円（対前年度当初予算　  20,025千円の減、    皆減）

○ 公債費

　　総額　2,496,892千円（対前年度当初予算　  27,665千円の増、  1.1%増）

○ 予備費

　　総額　  100,000千円（対前年度当初予算同額）

◇性質別

○ 人件費

　　総額　4,987,821千円（対前年度当初予算　  39,517千円の減、  0.8%減）

○ 物件費

　　総額　4,237,987千円（対前年度当初予算 　453,957千円の減、  9.7%減）

○ 維持補修費

　　総額　  595,212千円（対前年度当初予算　 173,384千円の増、 41.1%増）

合併特例事業等に係る長期債償還元金及び長期債支払利子の増等により、増額となっ
ています。

　 前年度と同額計上としています。

職員人件費は若干増となるものの、国勢調査等に係る委員等報酬や会計年度任用職員
の総数の減等により、全体としては減額となっています。

旧県立高校跡地利活用に向けた業務委託料等が増となるものの、内部管理経費の減や
情報システム標準化・共通化事業、三ノ倉高原花畑事業に係る経費の減等により、全体
としては減額となっています。

　除雪経費や体育館管理経費の増等により、全体として増額となっています。

　令和４年８月からの大雨に係る災害復旧事業費の減により、皆減となっています。

橋梁長寿命化事業に係る経費が増となるものの、都市再生整備計画事業（塩川駅周辺
地区）に係るＪＲ施工負担金の減等により、全体としては減額となっています。

消火栓整備に係る工事負担金が増となるものの、消防屯所建設や消防ポンプ車整備に
係る経費の減等より、全体としては減額となっています。

喜多方プラザの空調設備等改修工事や熱塩加納地区におけるスクールバス車庫建設、
スクールバス整備に係る経費の減等により、全体としては減額となっています。



○ 扶助費

　　総額　4,618,274千円（対前年度当初予算　 263,482千円の増、  6.1%増）

○ 補助費等

　　総額　4,390,083千円（対前年度当初予算　 286,383千円の増、  7.0%増）

○ 公債費

　　総額　2,496,892千円（対前年度当初予算　  27,665千円の増、  1.1%増）

○ 積立金

　　総額　  610,723千円（対前年度当初予算　 117,530千円の増、 23.8%増）

○ 投資・出資・貸付金

　　総額　1,201,694千円（対前年度当初予算 1,028,175千円の増、592.5%増）

○ 繰出金

　　総額　2,158,656千円（対前年度当初予算　   7,966千円の増、  0.4%増）

○ 普通建設事業費

　　総額　1,402,658千円（対前年度当初予算 1,218,086千円の減、 46.5%減）

○ 災害復旧費

　　総額 0千円（対前年度当初予算　 20,025千円の減、    皆減）

○ 予備費

　　総額　  100,000千円（対前年度当初予算同額）

橋梁長寿命化事業や旧甲斐家蔵住宅整備事業に係る工事請負費等が増となるものの、
都市再生整備計画事業（塩川駅周辺地区）に係るＪＲ施工負担金や道路改良事業に係る
工事請負費の減等により、全体としては減額となっています。

　令和４年８月からの大雨に係る災害復旧事業費の減により、皆減となっています。

　前年度と同額となっています。

国民健康保険事業特別会計繰出金や介護保険事業に係る地域支援事業繰出金が増とな
るものの、後期高齢者医療療養給付費負担金は減となり、全体としては減額となってい
ます。

生活保護給付費や障がい者福祉援護経費、児童発達支援事業費、保育所運営委託経費
等の増等により、全体として増額となっています。

多面的機能支払交付金や中山間地域等直接支払交付金、園芸産地競争力強化事業補助
金等が減となっているものの、国営会津北部農業水利事業における償還金や全日本中学
選手権競漕大会補助金の皆増等により、全体としては増額となっています。

合併特例債事業に係る長期債償還元金及び長期債支払利子の増により、増額となって
います。

　財政調整基金積立金の増等により、全体として増額となっています。

地域総合整備資金貸付制度に係る貸付金の増により、全体として増額となっていま
す。



４　特別会計及び下水道・水道事業会計当初予算の状況

（単位:千円、％）

令和８年度
当初予算額

対前年度
予算増減額

対前年度
増減率

4,884,805 60,679 1.3

788,824 125,219 18.9

5,688,077 23,978 0.4

4,475 △ 7,342 △ 62.1

77,327 △ 74,016 △ 48.9

13,070 △ 15 △ 0.1

34,810 △ 434 △ 1.2

15,223 △ 746 △ 4.7

2,192,419 △ 42,689 △ 1.9

2,133,565 127,562 6.4

５　基金（一般会計分特定目的基金）残高見込み

（単位:千円、％）

令和８年度
末残高見込

対前年度
増減額

対前年度
増減率

699,433 192,443 38.0

200,288 △ 35,189 △ 14.9

335,349 168,290 100.7

3,653 7 0.2

814,504 △ 485,450 △ 37.3

2,053,227 △ 159,899 △ 7.2

早稲谷財産区特別会計

下水道事業会計（下水道事業費用及び資本的支出）

水道事業会計（水道事業費用及び資本的支出）

基金名

財政調整基金

減債基金

ふるさとづくり基金

職員退職手当基金

その他特定目的基金

合計

一ノ木財産区特別会計

会計名

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

公有林整備事業特別会計

工業団地造成事業特別会計

駒形財産区特別会計



６　市債残高見込み

（単位:千円、％）

令和８年度
末残高見込

対前年度
増減額

対前年度
増減率

25,004,326 △ 230,551 △ 0.9

129,413 △ 40,114 △ 23.7

6,639,936 △ 98,380 △ 1.5

1,227,577 △ 155,238 △ 11.2

33,001,252 △ 524,283 △ 1.6合計

工業団地造成事業特別会計

下水道事業会計

水道事業会計

一般会計

会計名



７　地方消費税交付金（社会保障財源化）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（歳入）　　地方消費税交付金（社会保障財源化分） 687,978 千円

（歳出）　　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 8,163,964 千円

国県支出金 市　債 その他

引き上げ分の
地方消費税
（社会保障財
源化の地方消
費税交付金）

その他

社 会 福 祉 総 務 費 127,592 21,181 0 2,533 17,340 86,538

障 害 者 福 祉 費 968,059 688,698 0 333 46,577 232,451

老 人 福 祉 費 473,784 4,402 31,900 40,435 66,278 330,769

児 童 福 祉 総 務 費 206,398 151,182 6,600 0 8,116 40,500

児 童 措 置 費 2,456,429 1,861,856 0 0 99,250 495,323

母 子 福 祉 費 10,718 6,493 0 0 705 3,520

児 童 福 祉 施 設 費 1,340,644 103,682 30,700 88,148 186,642 931,472

生 活 保 護 費 702,944 540,943 0 0 27,042 134,959

労 働 諸 費 10,871 0 0 0 1,815 9,056

幼 稚 園 費 459 338 0 0 20 101

小　　　　計　 6,297,898 3,378,775 69,200 131,449 453,785 2,264,689

国民健康保険事業 384,410 186,504 0 0 33,036 164,870

後期高齢者保険事業 903,506 166,034 0 0 123,103 614,369

介 護 保 険 事 業 197,596 33,155 0 0 27,450 136,991

小　　　　計　 1,485,512 385,693 0 0 183,589 916,230

保 健 衛 生 総 務 費 24,078 0 0 1,147 3,828 19,103

予 防 費 143,916 104 0 885 23,859 119,068

健 康 増 進 費 91,570 948 0 17,705 12,172 60,745

母 子 保 健 費 120,990 56,619 0 0 10,745 53,626

小　　　　計　 380,554 57,671 0 19,737 50,604 252,542

8,163,964 3,822,139 69,200 151,186 687,978 3,433,461

社

会

福

祉

社

会

保

険

保

健

衛

生

合　　　計

（単位：千円）

事　　業　　名 経　費

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源


